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して仕事の自律性の影響力が高まっていた。

第4輩では、仕事のやりがいの職業的格差について分析した。知識社会化の進行や、労働市場の柔軟化などによ

って、やりがいのある職務が一部の階層に限定され、低階層の疎外化が進行している可能性を検証した。その結

果、 2000年には、下層プノレーカラーと比較して専門職でやりがいが高いという差が生じていた。他にも、失業担

スクや非正規雇用であることが仕事のやりがいを低下させる効果があり、低階層の疎外化仮説の妥当性が確認さ

れた。また、仕事の自律性がやりがいを左右する効果が若年層で高まっていた。

第5章では、 2~4主主までの結果を踏まえて、新たに「低階層の補償的コミットメント j 仮説を提示たうえで、こ

の仮説を検証した。この仮説は、心理的良好度well-beingを維持するために用いる資源が階層によって異なってお

り、低階層においては外的報酬が獲得困難になっているがゆえに、相対的に獲得しやすいある種の内的報酬を心

理的充足の供給源として用いているという考え方である。個人年収350万未満の低収入層とそれ以上の収入層にサ

ンプルを分け、階層によって仕事のどの側面が心理的良好度に大きな影響を与えるのかを比較した。その結果、

①低収入層において、仕事の自律性が自尊心や仕事への動機(=仕事のやりがいと現職定着志向)を大きく左右

しており、②低収入層において、雇用の不安定さが仕事への動機を大きく左右していることが確認できた。また、

③雇用不安定層において、仕事の自律性が仕事へのやりがいを大きく左右していることも明らかになった。これ

らの傾向は、若年層でより顕著にみられる。以上の結果は、 f低階層の補償的コミットメント」仮説の想定に当

てはまるものである。(若年)低階層(低収入層と雇用不安定層)においては、自尊心や仕事への動機を、相対

的に獲得しやすい職業条件である仕事の自律性によって維持する傾向がみられる。他の階層では、 1970年代と同

棟、職業条件によって大きく心理的良好度が左右される傾向はあまりみられない。ここから、職業生活から心理

的充足を得るために、階層ごとに異なる資源を用いており、労働に対して別々の適応戦略をとりはじめているこ

とが明らかになった。

第6章では、職業が私生活に与える影響の変化を分析した。収入階層や職業階層によって、私生活での充是可能

性の機会格差が生じているのではないか、という仮説のもと、 SSMI995とJlS2002の2つのデータを用いた時点問

比較をおこなった。その結果、 1995年の時点では、階層的な資源の多寡が私生活への関与度に影響することはほ

とんどなかったが、わずか7年後の2002年には、世帯収入によって私生活の関与度に差が生じていた。また、下層

ブノレーカラーと専門職 ・事務職のようなホワイトカラ}との聞にも、私生活への関与度の差が生じていた。以上

の結果から、低階層では、余暇活動を充実させる経済的・社会的資源に乏しいため、私生活において充足を得る

ことが相対的に困難になってきており、私生活における充足可能性の機会格差が生じていることが明らかとなっ

た。

補章では、 90年代後半から日本でも本格的に進展したネオ・リベラリズム改革が、政党支持行動にどのような

影響をもたらしたのか、という問いにもとづいて4つの仮説を提示し、 SSMI995とSSM2005の時点間比較による検

証をおこなった。その結果、 2005年には、階層的利害にかかわる論点(再分配政策への支持)が政党支持の判断

基準として浮上していることを明らかにした。ここから新たな政治的対立軸が形成される可能性について議論し

た。

終章では、以上の結果を総合的に踏まえることによって、労働意識の階層分化がなぜ生じたのか、とりわけ、

なぜ(若年)低階層において労働意識の変化が生じたのかについての議論をおこなった。①1970年代において、

職業的地位や職業条件が低くても、それが心理的良好度の低下をもたらさず、階層によって意識の差異がほとん

ど生じなかったのは、 j磁業生活の場が労働者の主要な生活領域としての充足機能を有していたために、地位や職

業条件がそれ自体で大きな問題になりにくかったことと、 『日本的雇用慣行Jが比較的うまく機能していたため

であること。②逆に、 2000年代の低階層で、職業条件が心理的良好度に大きく影響するようになったのは、これ

ら2つの条件が同時に失われことが関係していること。③さらに6章でみたように、低階層や下層プノレーカラーで

は私生活での充足可能性さえも低下しており、職業生活と私生活の双方の領域において、犠々な側面で心理的充

足を見出し難い状況に陥ったこと。そしてそのことが、低階層でも比較的得ることの可能な仕事の自律性という

職業条件を重要な意味をもつものにしたこと。④他方、中以上の階層においては、低収入層や雇用不安定層に落

ちこまないために今の勤め先にしがみつくという選択肢がまだ残されているために、長期安定麗用を前提とした

1970年代と一見変わりばえのしない適応戦略をとっていること、などを論じた。

本論文は、 1970年代までの高度経済成長期の労働に対する意織と格差の時代と言われる近年の労働に対する意

識の変化を計量分析によって詳細に示し、その変化に影響する要因を明らかにして、現代の労働意識の階層分化

について、考察したものである。

近年の変化についての研究を 1)内的報酬志向化仮説、 2)手段主義化仮説、 3)低階層の疎外化仮説、 4)

低階層の労働忌避化仮説の4つの仮説に整理し、望ましい仕事の条件の経年変化のグラフや自噂心に影響'する労働

の要因の重回帰分析によって、精密に分析し、 4つの仮説を検証する。その結果、 1970年代に比べて、日本人の

自尊心や仕事に対するやりがいは、低下している。なかでも若年層は大きく落ち込んでいるといえるが、詳細に

みればその落ち込みの度合いは、階層によって臭なっている。つまり、比較的高い自尊心ややりがいを保つこと

ができている層と大きく落ち込み疎外感を強めている層とに分化する傾向が見られる。そして、若年層にとって

は、自尊心や仕事のやりがいに大きく影響しているのは、仕事の自律性である。仕事において、主体性を発揮で

きるか否かによって、労働に対する疎外感は大きく左右されるようになったことがわかった。

つまり、 4つの仮説は、部分的には成立するが、それらが示すような低収入や不安定震用などの階層要因では

なく、仕事で主体性を発揮できるかどうかといった自律性に左右される。そして、若い低階層では、高い収入や

雇用の安定などによって、仕事の動機を維持することは、現実的には難しいので、その埋め合わせ(補償)とし

て、低階層でも比較的獲得しやすい仕事の自律性を求めるのではないか、と考え、 「低階層の補償的コミットメ

ント仮説j として提示し、階層別の規定構造の違いを示す分析をしている。

低収入層と高収入層に分けて仕事の自律性が白書事心や仕事のやりがい、現職定着志向の高さに影響する程度を

比較してみると、低収入層において、自律性が影響する度合いが強かった。交互作用項を入れた分析によって、

収入が低いか、自律性が低いかのどちらかだけではそれほど自己評価や仕事のモチベーションを低下させないが、

2つの恵まれない条件が重なると、大きな疎外感をもたらすことを明らかにしている。

本論文の評価すべき点は、従来の研究を詳細に検証することでその不十分な点を明らかにし、その欠点を補う

I低階層の補償的コミットメント仮説Jをたてて、交互作用項を入れた重回帰分析でそれを検証していること、

分析的には従来あまり重視されなかった仕事の自律性という概念を有効に使って論を組み立てていること、また

その分析において、職業の意味が高階層と低階層で異なることを明らかにしたことをあげることができる。現在、

仕事の自律性という経済的ではない、内的報酬を重視するのは、従来からいわれている高い階層ではなく、低い

階層の、とくに若い人であることは重要な発見であり、高度経済成長期の日本的経営、終身庭用、会社人間など

に見られる一枚岩的な労働観は21世紀に入って、2つの階層に分断されるようになったという結論は興味深いもの

である。

以上のことから、本論文は博士(人間科学)の学位にふさわしいものと判定する。




